[タイトル]

本人の実印を所持する代理人と金融機関との間で締結された連帯保証契約と表見代理の成立

[判決裁判所]

最高裁（第３小法廷）判決

[判決日]

昭和４６年４月２０日

[事件番号]

昭和４５年（オ）第７０７号

[事件名]
貸金請求事件

[出典]

判例時報６２８号４２頁

判例タイムズ２６３号２０８頁
金融法務事情６１５号３４頁
最高裁判所裁判集民事１０２号５１３頁

[当事者名]

上告人（原告・控訴人）　米子信用金庫
対

被上告人（被告・被控訴人）　渡部岩雄
[事実の概要]

Ｘ信用金庫（原告・控訴人・上告人）は、昭和３７年２月２８日、訴外Ａと元金６０万円、利息日歩３銭３厘、遅延損害金日分５銭、弁済期日同年５月２８日なる準消費貸借契約を締結し、その際、Ａの弟訴外Ｂが、Ｙ（被告・被控訴人・被上告人）の代理人と称してＡの右準消費貸借契約に基づく債務を連帯保証した。そして、弁済期日をすぎても準消費貸借債務の支払がなかったので、Ｘ金庫はＹに対し、右連帯保証契約はＹの代理人であるＢがしたものであり、また、仮に保証をなすにつきＢに代理権がなかったとしてもこれについては表見代理の適用があると主張して、連帯保証人としての責任の履行を求め、これに対してＹは、Ｂに代理権を与えたことはないし、表見代理も成立しない、と争った。

　ところで、本件で直接問題となった表見代理の成否に関して、次のような事実が認定されている。すなわち、本件準消費貸借契約の締結日頃、ＹはＢが国民金融公庫から金員を借り受けるにつき連帯保証人となり、その際Ｙは契約書類に補正を要する箇所があったときのためにＢに印鑑（実印）を預けた。またＹは、本件準消費貸借契約の締結１年２ヶ月程前（なお、本件準消費貸借契約は昭和３６年２月４日に締結された契約の切替のためになされたものであるので、当初の日からは２ヶ月程前）の昭和３５年１２月頃、ＢがＡ名義でＸ金庫から金４０万円を借り受けるについても連帯保証人となり、その際にはＸ金庫はＹに対し直接連帯保証の意思を確かめていた。そして、本件準消費貸借債務の連帯保証契約書に使用されたＹの印影は、右４０万円の借入金債務の連帯保証のために使用された印影と同一のものであった。

　１審、２審ともＸ金庫の請求は棄却されているが、表見代理の成否に関し、１審（鳥取地判昭和４２・３・２９金融判例２６３号１２頁）は、本件の連帯保証をなすにつきＹはＢに代理権を与えたと認められないのでそもそも表見代理の適用の余地はないとし、原審（広島高松江支判昭和４５年４月２２金融判例２６３号１０頁）では、Ｘ金庫が本件の連帯保証につき直接Ｙにその意思を確かめなかったのは過失にあたりＢに代理権ありと信ずべき正当理由はないとした。そこで、Ｘ金庫は、その都度直接本人に対し保証の意思を確かめなければならないとする原判決は民法１１０条の解釈を誤ったものだとして上告した。

 [判旨]
破棄差戻。

「ところで、特定の取引行為に関連して印鑑を交付することは、特段の事情のないかぎり、代理権を授与したものと解するのが相当であることは、当裁判所の判例とするところである（最高裁昭和４４年（オ）第５７号、同４４年１０月１７日第２小法廷判決、判例時報５７３号５６頁、なお大判昭和５年８月４日、法律新聞３１６９号１６頁参照）。原審の確定した
右（２）の〔国民金融公庫からの借受につきＹが連帯保証人となり実印を預けた〕事実は、補正に関連して印鑑を交付したのであるから、特段の事情のないかぎり、ＹはＢに代理権を授与したものと解すべきことになる。ところで、本件記録に徴すれば、Ｘ金庫とＡの（１）の〔本件〕準消費貸借契約の締結に先きだって（３）昭和３５年１２月頃ＢがＡ名義でＸ金庫から金４０万円を借り受け、この借受金につきＹは連帯保証したことがあり、その際はＸ金庫がＹに対し直接連帯保証の意思を確かめており、Ｘ金庫としてはＡを信用し同人に対し貸したものと考えていたものであることがうかがわれる。そうとすれば、借主の名義人の相違は問題とするに及ばないところ、前記（３）の事実は（１）の事実の僅か１年２か月ないし２か月前のことであり、（３）の事実において、Ｘ金庫がＹの連帯保証の意思を直接Ｙ本人に確かめ、Ｙが正当に連帯保証したものとされる以上、（１）の準消費貸借または消費貸借についての連帯保証契約の際その契約書に押印されたＹの印影が（３）の借入金につき連帯保証がなされたときにその契約書に押捺されたＹの印影と同一のものであり、それ故（１）の右連帯保証もＹにより真正にされたものと考えたとすれば（（１）の右連帯保証契約がなされた際の契約書のＹ名下の印影がＹの印鑑によるものであることは原審の確定するところである。）、（１）の右連帯保証の対象たる主債務は元金６０万円であり、（３）のそれは元金４０万円で、両者の金額は、連帯保証の対象としてそんなに大きな違いはないのであるから、Ｘ金庫が、（１）の場合について、Ｙの代理人Ｂにより適法に連帯保証されたものと信じ、直接Ｙにその意思を確かめなくとも、特段の事情のないかぎり、右代理人にＹのため連帯保証契約を締結する権限ありと信ずべき正当の理由を有し、かつ、過失はないものとなる。」

 [キーワード]

� 評釈には「原確審の定した」との誤植があり、本文のように訂正した。
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